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広島県農学校に関する一考察
伊　藤　稔　明
1．はじめに
　本研究は、農学校通則1）の廃止の要因を探る研究の
一環である。1883年４月に文部省達第５号によって
制定された農学校通則は、文部省が始めて定めた農業
学校に関する設置規程である。しかし、この農学校通
則は制定の僅か３年後1886年３月に文部省令第３号
によって廃止されている2）。農学校通則の廃止につい
て『実業教育五十年史』では、「何故にか農学校通則
は制定後僅か三年にして明治十九年廃止されて居る。
理由不明である」としている3）。そして、農学校通則
廃止の要因を解明した研究は、未だなされていない4）。
　農学校通則の廃止を研究する際に重要なことは、
1884年１月文部省達第１号によって制定された商業
学校通則5）との対比で考察することである。農学校通
則と商業学校通則は、法令の構造として同じものと
なっている。農学校通則で “農業” に関する文言を
“商業” に関する文言に置き換えれば商業学校通則と
なる。つまり、農学校と商業学校は、同じ内容の設置
規程に従うことになる。しかし、商業学校通則は存続
し続けるのと対照的に、農学校通則は制定後僅か３年
で廃止されることになり、しかもその廃止要因は未だ
に不明である。農学校通則の廃止の要因を探る研究と
は、この時期における文部省実業教育の実態の一端を
明らかにする研究となる。
　1881年の農商務省設立の際に、太政官達第25号を
もって布達された農商務省職制6）に農商工の諸学校に
関する管理が「官立ノ農商工ノ諸学校（工部省所管ノ
工部大学校ヲ除ク）農工業模範ノ建造物及ヒ博物館
（従前内務省所管ノ分ニ限ル）ヲ管理シ民立農商工ノ
諸学校ヲ監督ス」（農商務卿職制第二）と謳われたこ
とに対して、文部省が教育令7）の規定を根拠にその変
更を太政官に求めた。教育令第１条では、「全国ノ教
育事務ハ文部卿之ヲ統摂ス故ニ学校幼䲪園書籍館等ハ
公立私立ノ別ナク皆文部卿ノ監督内ニアルヘシ」と規
定されているので、「農商工ノ諸学校」も小学校など
と同様に文部省管轄となるというのが文部省の見解で
あった。ここから、文部省と農商務省とのあいだで実
業学校の管轄権をめぐる対立が生じることとなり、こ
のときこの対立は、太政官の裁定によって、基本的に
は文部省の見解が認められることになる。しかし、こ
の段階で文部省は実業学校の管轄権を主張したもの
の、そうした学校の設置規程を持ち合わせてはいな
かった。
　農商務省との管轄権争いの翌年1882年の11月から
開催された学事諮問会議において、少輔九鬼隆一が
行ったとされる文部省示諭では、農業に関する学校と
商業に関する学校の設置規程の制定が予告され8）、こ
の予告通り、1883年４月に農学校通則、1884年１月
に商業学校通則が制定されることになる。農学校通則
と商業学校通則はともに、農学校や商業学校を２種類
に規定し、中等学校程度のものとして第一種、専門学
校程度のより高度の学校として第二種を規定した。
　拙稿「農学校通則に基づく公立農学校の種別に関す
る一考察」9）で明らかにしたように、農学校通則の時
期に全国には13の農学校が存在していた10）。宮城農
学校、開成山農学校（福島）、新潟県農学校、山梨県
農学校、石川県農学校、華陽学校農学部（岐阜）、広
島県農学校、倉吉農学校（鳥取）、山口農学校、福岡
農学校、壱岐農学校（長崎）、福江農学校（長崎）、平
戸農学校（長崎）の13校である。この13の農学校の
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うち、本論で考察する広島県農学校以外の農学校は、
すべて農学校通則に基づいて第一種あるいは第二種の
要件を満たす学校として存在していた。具体的には、
宮城農学校、開成山農学校、山梨県農学校、石川県農
学校、倉吉農学校、山口農学校、壱岐農学校、福江農
学校、平戸農学校が第一種農学校で、新潟県農学校、
華陽学校農学部、福岡農学校が第二種農学校であっ
た。広島県農学校のみが、そのいずれの種別に属して
いたのかが不明であった。
　本論の目的は、広島県農学校の設置から廃止までの
経緯を追うことによって、農学校通則に基づく種別に
関して広島県としていかなる認識を有していたかにつ
いて明らかにすることである。本論は、以下の通り構
成される。次節では、広島県農学校の前身である広島
県農事講習所の設立から農学校への改称までの経緯を
確認する。３節では、農学校への改称から廃止決定の
前年までの経緯を考察する。とくに1885年末に農学
校の移転拡充計画が県会で決定されたことについて着
目する。４節は、農学校の廃止決定の議論の推移を追
う。５節では、農学校通則における種別問題をとりあ
げる。ここでは正規の手続きとしての文部省への認可
申請と県会の主観的な認識を区別して論じる。まとめ
は６節で与えられる。
２．広島県農事講習所の設立
　本論で考察する広島県農学校は、1879（明治12）
年に設立された広島県農事講習所を母体とする学校で
あった。県は甲第192号において、「今般広島区尾長
村ヘ農事講習所ヲ設ケ規則別冊之通相定入学差許シ候
条此旨布達候事」と達して、農事講習所を設置し
た11）。この甲号布達では、別冊の「広島県農事講習所
規則」が添付されていて、その冒頭には「農事講習所
設立ノ主意」が記載されている。これには文字通り講
習所の設置趣旨が書かれていて、そこには、
　農ハ百工ノ基万芸ノ本ニシテ凡ソ地上ノ産物皆此農
ニ淵源ス而シテ人類ノ衣食ヲ饒カニシ社会ノ福祚ヲ
増ス所以ノモノ即チ此農ノ実学ト此農ノ実業ト並行
共進シ始テ此快楽ヲ得ルニ至ルナリ
　抑モ本邦農ヲ以テ国ヲ為シ民実ニ耒耟ニ閑フ然ルニ
其閑フ所古来ノ旧套ニシテ更ニ一歩モ其範囲ヲ出テ
ス殊ニ学術ハ農家ノ度外ニ附スルヲ以テ器具ノ改良
肥糞ノ効用等一モ発明スルモノナシ是ヲ以テ海外貿
易ノ開ケシヨリ爾来衣食ハ他ニ仰キ福祚ハ外ニ輸ス
ルノ内状ニ至レリ蓋シ其然ル所以ノモノハ他ナシ耕
スモノ学ハス偶マ学フモノハ耕サスソレ如斯ニシテ
物産繁殖ヲ見ント欲スレハ猶木ニ縁テ魚ヲ求ムルニ
異ナラス方今農事ヲ改進スルノ尤急務ナルニ際シ各
自ヲシテ此業ノ捷径ニ就カシメンカ為メ今玆ニ農事
講習所ヲ設立シ広ク管内ヨリ農事篤志ノ者ヲ募リ之
ニ教フルニ農学ノ要領ヲ以シ之ニ授クルニ農業ノ原
理ヲ以セント欲スト云爾
と記載されている。ここでは、「方今農事ヲ改進スル
ノ尤急務ナル」という現状認識のもとに農事講習所を
設立し、生徒については「管内ヨリ農事篤志ノ者ヲ募
リ之ニ教フ」としている。また、「学術ハ農家ノ度外
ニ附スル」もの、「耕スモノ学ハス」といった農家の
認識への批判的見解に基づいて、「農学ノ要領」を授
ける施設として設置するとしている。これは、この講
習所は単なる農業技術の伝達のみに終わることなく、
学理志向も兼ね備えた講習所であることを明らかにし
たものである。「広島県農事講習所規則」は、「農事講
習所設立ノ主意」に規則本体が続いている。規則本体
は、通則、教則、舎則からなっていて、その本文は、
　農事講習所規則
　通則
　第一条　農事講習所ハ専ラ農事実際ノ事ヲ授ケ以テ
農事ヲ開進センカ為本県管内農業篤志ノ者ヲ教育ス
ル所ナリ
　第二条　生徒ハ毎郡区一二名ノ割ヲ以テ当分三十名
ヲ定員トス
　但本文定員ノ外英書ヲ独見シ得ル者ナレハ二十名迄
入校ヲ許スコトアルヘシ
　第三条　入学ヲ許スヘキ生徒ハ身体強壮農事ニ堪ヘ
年齢十七歳以上三十歳以下ニシテ試験合格ノモノタ
ルヘシ
　第四条　入学ヲ願フ者ハ左ノ雛形ノ通原書并履歴書
ヲ以テ願出ツヘシ
　（書式略）
　第五条　入学志願ノ者ハ左ニ記載スル科目ヲ試験ス
ヘシ
　科目
　国文読書　作文　算術　身体
　第六条　入学ヲ許ストキハ直ニ保証人ヨリ左ノ雛形
ノ通証書ヲ差出スヘシ
　但保証人ハ広島区居住ノ者ニ限ルヘシ
　（書式略）
　第七条　定員外ノ生徒ハ受業料トシテ一ヶ月五拾銭
ヲ納ムヘシ
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　第八条　受業料ハ毎月二日事務局ヘ納ムヘシ
　第九条　病気或ハ事故アリテ欠席又ハ退場スルトモ
既ニ納メタル受業料ハ一切返付セサルモノトス
　第十条　年中休日ヲ定ムル左ノ如シ
　日曜日
　孝明天皇祭　　一月三十日
　紀元節　　　　二月十一日
　春季祭　　　　春分ノ日
　神武天皇祭　　四月三日
　秋季祭　　　　秋分ノ日
　神嘗祭　　　　十月十七日
　天長節　　　　十一月三日
　夏休業　　　　七月十六日ヨリ
　　　　　　　　八月三十一日至ル
　冬休業　　　　十二月廿五日ヨリ
　　　　　　　　一月五日至ル
　教則
　第一条　学科ヲ四級ニ分チ各級半年即チ一期ノ課程
ト定メ一日正課ヲ四時間トス
　第二条　読書時間ノ外毎日三時間ツツ現業ヲ執ラシ
ム
　第三条　学年ハ九月一日ニ始マリ翌年七月十五日ニ
畢ル
　第四条　学年ヲ二期ニ分チ第一期ハ九月一日ヨリ翌
年二月十五日ニ至リ第二期ハ二月十六日ヨリ七月十
五日ニ至ル
　第五条　試業ヲ二類ニ分チ一ヲ通常試業トシ一ヲ定
期試業トス
　第六条　通常試業ハ毎月末定期試業ハ各学期ノ終リ
ニ於テ施行スヘシ
　第七条　定期試業ノ時学業ノ優劣ヲ判シ等級ノ進退
ヲ定ムヘシ
　第八条　教科書ハ左ノ如キ書籍ヲ用ユ
　植物生理　　　農業新論　　耕圃学
　農業化学初歩　牧馬篇　　　植物養料篇
　牧牛篇　　　　菓樹培養学　動物学
　山林培養学　　植物学　　　獣医学
　牧羊篇　　　　農家経済学
　第九条　現業ハ左ノ如キ事ヲ教授ス
　耕耘術　　　穀菜培養術　　　　農産貯蓄法
　農産製造術　駆虫術　　　　　　獣医術
　牧畜法　　　肥料製造法及試験　農具運用術
　菓樹培養術
　舎則
　第一条　入舎生ハ都テ事務係ノ指揮ヲ受ケ学業ニ努
力スヘシ
　第二条　毎室一人ヲ生徒中ニ撰抜シ室長トナシ其室
内ノ取締ヲナサシム
　第三条　舎中事故アルトキハ必ス室長ヨリ事務係ヘ
届出ツヘシ
　第四条　舎則ヲ犯ス者アレハ室長必ス事務係ヘ申出
ツヘシ若シ室長故ラニ之ヲ掩フトキハ犯則者ト倶ニ
論ス
　第五条　毎土曜日ハ必ス午后第四時迄ニ各室大掃除
ヲスヘシ
　第六条　日課時限及門限ハ日ノ長短ニヨリ時々掲示
スヘシ
　第七条　休業日ノ外事故アリテ外出ヲ請フ者ハ其事
由ヲ事務係ヘ陳シ許可ヲ待ツヘシ
　第八条　外出中病気等ニテ門限ニ後レ或ハ外泊ヲ要
スルトキハ其事由ヲ保証人ヨリ届出ツヘシ
　第九条　病気或ハ事故アリテ退舎又ハ一時下宿セン
ト欲スルモノハ其事由ヲ詳記シ保証人ヨリ願出ツヘ
シ
　第十条　三日以上病ニ罹ル者ハ下宿療養セシムヘシ
　第十一条　病気又ハ不得止事故アリテ欠課スルトキ
ハ其旨事務係ヘ届出ツヘシ
　第十二条　外来人ハ渾テ室内ヘ誘導スルヲ許サス必
ス面謁所ニ於テ接スヘシ
　第十三条　諸納金ハ毎月二日事務係ヘ納ムヘシ
　第十四条　校中ニ於テ禁止スル事件左ノ如シ
　　第一　金銭及衣服貸借ヲナスコト
　　第二　食物ヲ室内ニ持チ来リテ烹炙スルコト
　　第三　飲酒スルコト
　　第四　教場ニ於テ喫煙或ハ使扇スルコト
　　第五　袴ヲ着ケスシテ教場ヘ上ルコト
　　第六　碁将棋等ヲ弄フコト
　　第七　書籍并建物ニ疵瑕ヲ付ケ或ハ楽書スルコト
 明治十二年八月
となる。一見して分かるように、農学校と称しても差
支えないような内容になっている。この年の『文部省
年報』収録の「府県学事年報要略」では、広島県は農
事講習所について、「農事講習所ハ設立日甚浅キヲ以
テ未タ生徒ノ進歩ヲ挙示スルニ足ルモノナシ其現員ハ
二十二人ナリ」12）とあり、初年度においては22名の生
徒が入学していたことが確認される。
　1880（明治13）年の「府県学事年報要略」では、
農事講習所沿革について、
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　明治十二年十一月創設生徒三十名ヲ募集シ教員二名
ヲ置キ授業ヲ担当セシム同十三年三月勧業課直轄ノ
栽培場ヲ本校ニ属シ生徒ノ現業場トス六月生徒懲戒
規則ヲ創定ス八月東京勧業局ヨリ種豚五頭ヲ借入レ
生徒実験ノ資ニ供ス同月県会ノ決議ニヨリ始メテ三
十名ノ校費生ヲ置キ私費生ヲ廃ス依テ規則数項ヲ改
正ス此月本県御用係草野丹二ヲ以テ所長トス十一月
生徒試験規則ヲ増補ス十二月更ニ諸規則ヲ改正増補
ス
と記載され、「生徒学業進歩ノ概略」として、
　本校開業以来日尚浅シト雖モ生徒ノ学業日ニ就リ月
ニ将ミ既ニ第一定期試験ニ於テ及第セシモノ十五名
第二定期試験ニ於テ及第セシモノ十三名ナリ而テ尚
実験ノ如キハ土壌気候器械等ノ良否ニ関スル固ヨリ
言ヲ俟タス且所長ノ交迭アルヲ以テ本年ニアリテハ
実地上ノ経験ハ暫ク措キ先ツ学術ニ因テ之ヲ判別ス
ルモノナリ
と報告されている13）。1881（明治14）年の「府県学
事年報要略」では、
　明治十三年前ノ沿革ハ昨年度既ニ開陳セシヲ以テ之
ヲ略シ十四年中ノ沿革ニ係ル概略ヲ左ニ記ス
　明治十四年二月始テ獣医学ヲ教授ス三月校則二条ヲ
増補ス七月十五日ヨリ八月三十一日迄ハ夏季休業ト
雖トモ実験事業方ニ繁忙ノ候ニ際スルヲ以テ本年ヨ
リ夏季休業ヲ廃ス八月本年度経費ヲ弐千三百三拾六
円零四銭ト定ム十一月所長及教師ヲ官等ニ準シ更ニ
所長教諭助教諭ニ任ス又本校卒業生徒ニ卒業証書ヲ
授与ス蓋本校ニ於テ卒業証書ヲ授与スル者ハ今年ヲ
以テ嚆矢トス
と「農事講習所沿革概略」が記載され始めて卒業生が
出たことが確認される。また、「教授ノ要旨」として、
　該校ハ学科ヲ農学、農芸化学、農業簿記、獣医学、
実験ノ五種ニ区分シ教授ス而シテ其教授用書ハ総テ
教師原書ヲ口訳シ生徒ヲシテ之ヲ筆記セシメ実験ハ
耕耘、栽培、肥料及農産製造、家畜管理、農具使用
法等ヲ実験セシメ而シテ学期ハ二ヶ年ト定メ之ヲ四
級ニ分チ各六ヶ月ノ課程トス
と報告されている14）。ここから、この時点での設置科
目が、「農学、農芸化学、農業簿記、獣医学、実験」
の５科であることが確認される。この1881年の広島
県会における予算審議で、勧業費5629円61銭７里中、
農事講習所費505円14銭が異議なく通過している15）。
　この翌年、農事講習所は農学校と改称される。農事
講習所の全体的な沿革が、『明治十五年六月刊行 広島
県勧業第一回年報』に記載されている。ここには、
「府県学事年報要略」には記載されていない情報もあ
るので、ここに引用しておく16）。
　本邦ハ農ヲ以テ国ヲ立テ民実ニ耒耟ニ閑フ其閑フ所
間々観ルベキモノアリト雖トモ大概旧套ニシテ良旦
全ナラザルモノ多シ殊ニ学術ハ農家ノ度外視スル所
ナルヲ以テ農事ノ改良発明亦タ鮮矣蓋シ其所以ノモ
ノ他ナシ耕スモノ学バズ学フ者耕サズ夫レ如斯ニシ
テ物産ノ繁殖ヲ望ムハ難哉方今農事ヲ改進スルノ最
モ急務ナルニ際シ各有志者ヲシテ此業ノ理ヲ講究シ
此業ヲ実地ニ習熟セシメ漸次県下農業ノ陳套ヲ洗滌
シテ以テ民庶福祉ノ基本ヲ立テント欲シ明治十二年
本校ヲ創設ス先是宮城県平民十文字信介農学家塾ヲ
広島区尾長村ニ設ケ近隣ノ子弟ニ教授ス是レ本県下
農学ノ嚆矢タリ爾来子弟ノ笈ヲ負テ此ノ門ニ遊ブ者
日ニ多ク他府県ヨリ入学スルモノ殆ンド十ヲ以テ算
フルニ至リシガ終ニ農学ノ今日ニ講セザルベカラザ
ルノ説各地ニ勃興スルニ至レリ是蓋シ文運ノ日ニ旺
盛ナルニ依ルト雖トモ抑モ亦該塾ノ民心ヲ喚起シタ
ル少トセズ於是本校ヲ設置スルノ機ニ会シテ今亦設
置以来沿革ノ一二ヲ概陳スルノ時ヲ得タリ
　明治十二年十月地ヲ広島区尾長村ニ卜シ本校建築ニ
着手シ校則及教則ヲ創定シ青森県士族窪田某ヲ聘シ
テ教員トシ助員一名ヲ置テ教務ヲ補セシム而シテ各
郡区ヨリ生徒各二名ヲ募集シ総員三十名トス同十一
月本校建築ノ功始メテ竣ヲ告ク於是募集生徒ヲ試験
シ入校ヲ許ス者十八名明治十三年三月本課直轄農事
試験場ヲ本校ニ属ス五月教員一名ヲ任用ス六月生徒
懲戒規則ヲ創定ス八月東京勧農局ヨリ種豚五頭ヲ借
入レ之ヲ本校ニ飼養ス此月東京駒場農学校卒業生石
川県士族草野丹二ヲ聘シテ教頭トス但シ窪田某先ニ
病ヲ以テ其職ヲ解クヲ以テナリ同月県会ノ決議ニ依
リ本校生徒ヲ以テ公費生トシ一ヶ月一名金三円拾銭
ヲ給ス因テ規則数条ヲ改正ス十月教場及生徒寄宿舎
狭隘ナルヲ以テ之ヲ建テ継キ且ツ農産物製造場ヲ建
築ス十一月生徒試験規則ヲ増補ス又洋牛牝牡二頭ヲ
購求シテ生徒実験ノ資トナス明治十四年二月教員一
名ヲ増加シ本校教科中ニ獣医学ノ一科ヲ加フ又他管
ノ者自費入学スルヲ許シ夏季休業ヲ廃ス蓋シ農業実
験上繁忙ノ期ナルヲ以テナリ十一月教員及事務係ニ
官等ヲ付シ草野丹二ヲ挙ゲテ所長ヲ兼務セシム同月
試験ノ上卒業証書ヲ与フル者十二名是レ本校教科卒
業ノ嚆矢タリ明治十五年一月本県勧業課長十文字信
介ヲシテ所長ヲ兼子シメ草野丹二ノ兼務ヲ解ク二月
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校名ヲ改メテ広島県農学校トス
ちなみに、この勧業年報では第一回と第二回にのみ農
学校についての記載がある。第三回以降では、農学校
への改称で管轄が勧業課から学務課へ移行したことか
ら記載の必要がないと判断されたのであろう。
３．広島県農学校への改称と移転拡充計画
　広島県は、1882（明治15）年２月16日に甲第35号
をもって、
　広島県農事講習所之儀自今広島県農学校ト改称候条
此旨布達候事
と達し、広島県農学校を発足させた17）。さらに、８月
24日には告甲第39号をもって、
　本県農学校学期及課程明治十二年八月県甲第百九拾
弐号ヲ以テ布達候処今般学期ヲ三ヶ年トシ学科課程
別紙ノ通リ改定候条此旨告示候事
と、教則改正を告示した18）。この別紙では「学期ヲ
三ヶ年ト定メ而テ之レヲ六級ニ分チ毎級六ヶ月ノ課程
トス其課程表左之如シ」として、課程表では、学科を
農学・農芸化学・農業簿記・家畜医学・実験の５科目
を設置して、第１学年には農学・家畜医学・実験の３
科目を置き、第２学年と第３学年では総ての科目を教
授することとした。前年に定められた農事講習所の設
置科目と比較すると、「獣医学」が「家畜医学」と改
められている。この改組を「府県学事年報要略」で
は、
　明治十四年前ノ沿革ハ昨年度ニ開陳セシヲ以テ之ヲ
略シ十五年中ノ沿革ニ係ル概略ヲ左ニ掲ク明治十五
年一月勧業課附属ヲ分離ス同月県勧業課長十文字信
介ヲ以テ農事講習所長トス二月広島県農事講習所ヲ
広島県農学校ト改称ス同月本校ヘ教諭書記ヲ置ク同
月本校経理ヲ教育費トナシ一ヶ年経費ヲ金三千六百
七拾五円三拾八銭ト定ム
と「沿革概略」が記載され、「教授ノ要旨」として、
　農学ハ土質農工論灌漑設渠耕種輪転法等ヨリ菓樹培
養法五穀蔬菜ノ栽培牧草ノ培養牧場管理法家畜食物
論牧牛馬豚法等家畜飼育法ヨリ植物綱目生理解剖及
外部ノ名称等荒地開拓法有害虫類及其駆除法植物養
科等山林学農家経済法等ヲ授ク農芸化学ハ総論ヨリ
有機無機元質ニ至リ各種培養論等乳汁成分ヨリ土質
試験法土壌ト植物ノ関係等ヲ授ケ兼テ又分析化学ヲ
実習セシム農業簿記ハ仕訳簿記元簿記ヲ授ク家畜医
学ハ生理学解剖病理薬剤法ヲ授ケ兼テ又治療法ヲ実
習セシム実験ハ耕耘栽培肥料及ヒ農産製造家畜管理
農具使用法等ヲ実験セシム学科ハ都テ各科担当教師
原書ヲ訳講シ生徒ヲシテ之ヲ筆記セシメ実験ハ担当
教員ノ指揮ヲ受ケ生徒自ラ実験スルモノトス
と、各科目の内容が報告されている19）。ここには、農
事講習所から農学校への改称について、どういう要因
がそれをもたらしたのかについて、何ら記載がない。
おそらく県会においては議論されていたはずであるけ
れども、1882年の広島県会議事録は失われ、現存し
ていない20）。したがって、農学校への改称が何故行わ
れたかについては不明である。
　農学校への改称の翌年1883（明治16）年の「府県
学事年報要略」では、「沿革概略」として、
　明治十五年前ノ沿革ハ昨年已ニ開陳セシヲ以テ之ヲ
略シ十六年中ノ沿革ニ係ル概略ヲ左ニ掲ク明治十六
年一月六日本県士族長谷川丹造ヲ本校書記ニ任ス同
九日獣医外科器械嚢一組ヲ文部省ヨリ交付セラル同
十九日本校二等教諭草野正行ヲ本校長兼二等教諭ニ
任ス五月二十四日本校十六年度経費金八千百七拾九
円五拾弐銭ト定ム十一月十五日第一級生九名ニ卒業
証書ヲ授与ス同廿日本校職制章程ヲ改正ス十二月十
七日文部省大書記官西村茂樹巡視アリ
と記載されていて、「教授ノ要旨」では、「本校教授ノ
要旨ハ前年開陳セシ所ト異ナルコトナキヲ以テ之ヲ贅
セス」とされている21）。県会議事録については、1883
年のものも現存しておらず、農学校についてどのよう
な議論が展開されたのか不明である。
　1884（明治17）年の３月から４月にかけて開催さ
れた第６回通常県会においては、農学校の存廃に関わ
る議論が展開されている。県会での農学校予算審議に
おいて、28番竹内が農学校を「無用ノ長物」と発言
したことに端を発し、存廃にも触れる議論が展開され
た。しかし、このとき廃止論は強くなく、農学校維持
論あるいは拡張論も広く展開され、廃止の方向に傾く
ことはなかった。たとえば、19番佐藤は、
　農学ハ…（中略）…貴重ナルモノニシテ実ニ一日モ
欠クヘカラサルモノナリ思フニ万物ノ盛衰ハ一ニ農
ニ起因スルモノナレバ此生徒費ヲ削除スルハ不当ナ
ルコトナリ孔子曰我老農ニ若カスト此語ヲ引用スル
モ又農事ヲ隆盛セント欲セハナリ農学校ハ十分ノ教
授ヲナササルヘカラス
と主張し22）、また、46番麦田は、
　六十番ヤ常置委員ノ意見ヲ賛成スル道理甚タ不了ナ
ルコトヲ思ヘハ一駁セサルヘカラズ六十番カ減スル
理由ハ農学校ハ中学師範学校トハ性質異ナリト云フ
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ノ不当ナルコトト目今ノ如ク農学進歩セサルトキハ
公費ヲ以テ助ケサルヘカラズト云フノ二点ヲ陳ヘン
第一此農学校生徒ハ他日各郡区ノ農学生徒ニ教授セ
シムルノ者ノタレハ今日師範生徒カ他日小学教員ト
ナルト同一ナリ然レバ減額スヘキ者ニ非ズ第二東京
等ニハ器械ノ発明多キモ広島県下ニ発明少キハ農事
進歩セサレハナリ先年文部省ニ小学補助金アリシハ
学事進歩セサリシヲ以テナリ之ト同シク農学進歩セ
サル今日ナレバ公費ヲ以テ補助セサルヘカラズ之ヲ
思ヘバ六十番動議ハ取消スヘキ者ナリ廿八番カ六十
番ヲ賛成スル語中ニ無用ノ長物ト云ヘリ然レハ何ソ
廃校説ヲ出ササルヤ些少ナル費用ヲ以テ農学校ヲ維
持セント欲スルハ道理上取ルヘカラサルコトナリ常
置委員ノ意見モ其意見ヲ以テシテハ目的ヲ達スルコ
ト能ハズ之ニ賛成スル諸君ハ常置委員ニ惚シテ意見
ニハ惚レサルモノト信ス然レハ是非予ノ説成立セサ
ルヲ得ズ反対論者ニシテ尚ホ勇気アレハ反駁セヨ
とまで言い切り、農学校維持に反対するものに対峙し
ている23）。この年の「府県学事年報要略」の「沿革概
略」では、
　明治十六年ノ沿革ハ前年已ニ申報セシテ以テ之ヲ略
シ今十七年中ノ沿革ニ係ル要領ヲ左ニ掲ク　本年一
月会食所一棟建築竣工ス茲ニ於テ元会食所ヲ事務所
トシ元事務所ヲ以テ教員詰所ニ変換ス同二十八日本
県六等属兼農学校二等教諭与倉東隆ノ兼官ヲ免ス○
二月二日鹿児島県士族伊集院弥彦ヲ本校教場助手ト
シ又本校附属第一栽培場ヲ変更シテ植物園トス○六
月教場二ヶ所ヲ建築ス○九月十六日東京府士族獣医
学士深谷敬一ヲ本校二等教諭ニ任ス○十月六日教場
助手伊集院弥彦依願職務ヲ免ス○十二月本校栽培試
験場ノ反別ヲ増加ス其他本年中入校ヲ許可セシ生徒
二十名アリ
と記載されている24）。「府県学事年報要略」で確認で
きないけれども、４節でみるように、ここまでの県会
では毎年のように廃止論が議論になっている。
　1885（明治18）年の11月20日から12月19日まで開
催された第８回通常県会においては、農学校に関して
「広島農学校位置移転之建議」なる重要な建議がなさ
れた。移転拡充計画である。これは、廃止論が審議さ
れてきた県会で “農学校存続派” にとっては起死回生
の建議であった。「広島農学校位置移転之建議」は、
　謹テ案スルニ国家ノ殷富ヲ期スルハ即チ殖産興業ヲ
謀ルノ外ナキハ経済上ノ真理ニシテ我カ県下如キモ
農産ハ天賦ノ良地ナリト雖トモ之カ旺昌ナラザルヨ
リ百事ノ開診ヲ妨ケ輸出入ノ不平均ヲ来スノ憂ヒア
リテ現ニ県下ノ衰頽ヲ招キクルモ之ガ因素トナリシ
ハ吾人ノ脳□（判読不能）ニ充満シテ溢ルル所ナレ
ハ今日ニ在テ農業ノ改良進興ヲ謀ルハ最モ緊急ノ要
務ニシテ上下皆玆ニ熱望セサル可ラザル所ナリ本県
夙ニ見ル所アリテヤ已ニ農学校ヲ設置シ地方税ヲ以
テ農事熟練人ヲ養成シ漸次本県農業ノ改良進興ヲ謀
リタリキ然ルニ明治十六年文部省ニ於テハ府県農学
校通則ヲ達セラレタルヲ以テ各県ノ此通則ニヨリ改
正セシモノ福岡ニ福島ニ山口ニ皆已ニ認可セラレタ
リ我カ県農学校モ亦此通則ニヨリ改正セラルヘシト
雖トモ吾県現在ノ農学校タルヤ規模実業不完全ナル
ヲ以テ文部省ニ於テモ容易ニ認可セラレザルハ理ノ
正ニ然ルヘキ所ニシテ時ニ本県農学校ハ本区尾長村
ニ在リテ其位置実ニ適当ナリトセズ依テ今之ヲ五町
歩以上ノ官有地及森林等アル他ノ適当ナル場所ニ移
転スルヲ以テ将来農学ノ適実ヲ得ラレンコトヲ望ム
其便否ヲ挙クレハ該校ヲ尾長村ニ置クノ不利六アリ
曰ク已ニ前陳ノ如ク文部省通則ニヨレハ農学校ハ之
ヲ分チ第一第二ノ二種トシ第一種ハ主トシテ躬ハ能
ク農業ヲ採ルヘキモノヲ養成スルタメ上款ニ遵ヒ之
ヲ設置スルモノトス第二種ハ主トシテ善ク農業ヲ処
理スヘキ者ヲ養成スルタメ下款ニ遵ヒ之ヲ設置スル
モノトストアリ聞ク第二種ハ各府県ニ於テ之カ設置
ヲ計画スルト雖トモ文部省ニ於テ容易ニ認可セラレ
シト然レハ之ヲ望ムモ徒労ニ属スルヲ以テ先通則ニ
依リ第一種ノ学校ヲ設置スルモノトセン歟現今吾県
ノ農学校ニ於テハ実験用ニ供スル田圃尠シ然レハ之
ヲ借入ルルモノトセン歟年々一反ニ付少クモ八円五
拾銭即チ四百弐拾五円ノ借地料ヲ費ササルヲ得ス如
旃ナラズ借地ハ地主ニ於テ栽植物ノ望ヲナスコトア
リ是其不利ノ一ナリ農学校近傍各人所有ノ田圃ハ其
区域狭隘ニシテ一己人ノ所有地少ケレバ為ニ一区域
ヲ画リ借リ入ルルコト能ハズ此故ニ教授ノ不便ヲ生
スルノミナラズ地主ノ之ヲ承諾セサルヲ如何セン是
其不利二ナリ今若シ之ヲ買入ルルモノトセン歟該接
続地ハ地味肥沃ナラザルニ反シ其地価ヲ問ヘハ壱反
歩四拾円乃至七拾円ナリ之ヲ平均スルモ壱反歩六拾
円ナレハ五町歩ノ田圃ノミニシテ三千円ノ金額ヲ費
ササルヲ得ス民力衰微ノ今日ニ際シ実ニ難忍事情ニ
アラスヤ是不利三ナリ農学生徒ノ如キハ殊ニ能ク労
働ニ堪ヘ着実其業ニ服スルノ習慣ヲ訓練シ平素勤倹
ニシテ虚飾ヲ去リ農家素朴ノ良風ヲ失セシメサル様
教授ヲ享クルハ最緊要ノ事ナルヘシ顧フニ政府農学
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校ヲ創立スルニ当リ之ヲ東京市中ニ置カスシテ駒場
野ノ如キ開拓使ノ北海道札幌ノ如キ斯ル僻地ニ建設
シ敢テ往来通行ノ不便ヲ顧ミサル所以ノモノハ其意
方ニ何レニ在ルヤ而シテ駒場農学校ノ性質ヲ問ヘハ
純然タル学士ヲ養成スル所ナリ其所スラ猶且然リ況
ンヤ身躬ラ実業ヲ執ルヘキ農学生ヲ養成スル所ニ於
テヲヤ試ニ其利害ヲ述ヘンニ本県農学校ノ如キモ尾
長村ニ在リテハ生徒常ニ広島市街ニ往来シ他人ノ滋
味ニ飽キ美服ヲ粧ヒ徘徊スルヲ見聞スルコト常ニシ
テ青年輩ニシテ之ヲ仰羨スルハ性ノ然ラシムル所ニ
シテ遂ニ欲心増長ノ末父兄ヲ欺罔シ美服飽食奢侈測
ルベカラザルノ憂ノ牽起シ為メニ甚シキニ至リテハ
中途廃学スルモノアルモ亦知ル可ラス然レハ独リ生
徒一身ノ不幸ノミナラズ貴重ノ地方税ヲ費シテ是カ
為メ水泡ニ帰セシムルアルトキハ其損益果シテ如何
ソヤ是其不利ノ四ナリ本県ノ地タル水浜ニ面スト雖
トモ背後皆連山重畳シ山国ト云フモ亦可ナリ然レハ
山林ノ事業ヲ学ハシムルハ是亦必要ノ事アル可シト
雖トモ農学校近傍ノ地ニ適当ノ山林ナシ故ニ教科目
アリト雖トモ教授ナシガタク其不利五ナリ養蚕製繊
維製茶農産物貯蔵法等ノ実業ヲ教授セシムルニ当リ
適当ノ養蚕室製造等ノ建築ヲ要シ又耕用実業ヲ授ケ
シムルニモ猶牛馬器械ノ構造ナカルベカラス今農学
校ニ於テ是等ノ建築ナスヘキ敷地ナシ是其不利ノ六
ナリ此六害アルモノヲシテ転シテ現今ノ農学校ヲ五
町歩以上ノ官有地及接続ノ森林アル適当ノ位置ニ移
転セシムルトキハ其便利六アリ曰ク県立学校タルヤ
一般ノ制規ニヨレハ敷地ハ固ヨリ下附セラレルヘキ
モノニシテ官有地ヲ要スルトキハ殊ニ農学校ノ如キ
ハ明治十六年第四十五号ノ後布告ニヨリ公立農学校
ニ於テ実験用田圃ニ供スルタメ官有地ヲ要スルトキ
ハ毎一校五町歩以内無借地料使用差許云々トコレア
リ然レハ如此場所ニ移転セシムルトキハ敷地田圃ノ
地代ニ多額ノ費用ヲ要セサル其便利一ナリ前条ノ如
キ地ニ移転スルトキハ借地ト異リ地主ノ苦情ナク何
等ノ植物ト雖トモ自由ニ栽植シ永久ノ事業ヲ施シ得
ル其便利二ナリ官有ノ荒蕪地ニ移転スルトキハ自然
生徒ニ開墾ノ事業ヲ授ケシムルコトヲ得通則ノ学科
目ニ適ス其便利三ナリ荒蕪地ヲ開墾スレハ五町歩ヨ
リ出ツル農産物ヲ県下ニ増加スルヲ見ル其便利四ナ
リ森林接近ノ場所ニ移転スルトキハ通則学科目ニヨ
リ森林事業ヲ学ハシムルコトヲ得ル其便利五ナリ尾
長村農学校ヲ僻地ニ移転セシムルトキハ教育上ニ取
リテモ生徒修業ノ余暇ハ常ニ農家ニ接シ農事見聞ヲ
博クシ其学フ所裨益スル浅少ナラス然レハ成業ノ后
ニ至リ其効益亦タ随テ多カルベシ其便利六ナリ於是
此ノ便ヲ考フルモ実ニ今日ニ在リテ農学校ヲ他ノ地
ニ移転スルハ地方税ニ取リ県下公衆ニ取リテモ其便
利アルコト瞭々火ヲ睹ルカ如シ故ニ本会ニ於テモ之
ヲ五町歩以上ノ官有地及接続森林アル適当ノ位置ニ
移転セシメ以テ益規模ヲ拡張シ文部省ノ認可ヲ得テ
完全ノ学業ヲ授ケシメ県下農業ノ改良進興ヲ謀ルニ
足ルヘキ人才ヲ養成シ以テ県下公衆ノ多ク幸福ヲ享
受センコトヲ計画セント欲スル所以ナリ閣下宜シ之
ヲ採納シ鑑識ヲ以テ其移転ノ地ヲ定メ及ヒ之ニ属ス
ル費用積算ノ上尚ホ御下問フランコトヲ
として、「敷地田圃ノ地代ニ多額ノ費用ヲ要セサル」
こと、「借地ト異リ地主ノ苦情ナク何等ノ植物ト雖ト
モ自由ニ栽植シ永久ノ事業ヲ施シ得ル」こと、「官有
ノ荒蕪地ニ移転スルトキハ自然生徒ニ開墾ノ事業ヲ授
ケシムルコトヲ得通則ノ学科目ニ適ス」ること、「荒
蕪地ヲ開墾スレハ五町歩ヨリ出ツル農産物ヲ県下ニ増
加スルヲ見ル」こと、「森林接近ノ場所ニ移転スルト
キハ通則学科目ニヨリ森林事業ヲ学ハシムルコトヲ得
ル」こと、「尾長村農学校ヲ僻地ニ移転セシムルトキ
ハ教育上ニ取リテモ生徒修業ノ余暇ハ常ニ農家ニ接シ
農事見聞ヲ博クシ其学フ所裨益スル浅少ナラス然レハ
成業ノ后ニ至リ其効益亦タ随テ多カル」べきことと、
６点のメリットをあげて当時の設置場所である広島区
尾長村からの移転を主張した25）。議長の脇栄太郎は審
議のなかで、「農学校ハ来ル弐拾年度ニ移転センコト
ヲ建議スル」と述べ、この移転が1887（明治20）年
度に実施予定であることを確認している26）。審議の結
果この建議は、３名の反対者のみの圧倒的多数で可決
された27）。こうして、1885年末の県会では農学校の
移転拡充が確認されている。
　しかし、この年の「府県学事年報要略」では、
　本校教授ノ要旨ハ前年ノ開陳ト異ナルナシ教員ハ五
名ニシテ農学士二名獣医学士一名旧勧農局農学校ニ
於テ修成証書ヲ得シ者一名旧勧農局下総牧羊場ニ於
テ卒業証書ヲ得シモノ一名トス生徒ハ九名ニシテ之
ヲ前年ニ比スレハ十八名ヲ減少セリ蓋シ其減少セシ
ハ卒業ノ上退学セシ者ト公費支給ヲ廃シタルカ為メ
半途退学セシモノトアリシニ由レリ
と簡単に報告されていて、県会で可決された移転拡充
については触れられていない28）。これは、以下に述べ
るように、この移転拡充計画が文部省に認可されな
かったためのものと推察される。おそらく、文部省と
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しては小学校令29）、中学校令30）、師範学校令31）を確実
に実施させるために、農学校のために巨額の出費を伴
う移転拡充計画に難色を示したのであろう。
４．広島県農学校の廃止
　1886（明治19）年８月24日から30日まで開催され
た臨時県会において、上述した農学校をめぐる県会の
状況は一変し、農学校の廃止が原案として提案され
た。農学校の予算を師範学校に振り返るというもので
あった。農学校の廃止理由について番外１番の四村
は、
　農学校ヲ廃シテ其費用ヲ師範学校ニ流用スル所以ヲ
述ヘン昨年ハ農学校ノ拡張主義ヲ以テ費用ヲ増加シ
其生徒ハ公費支弁トシテ其筋ニ上申セシニ元来農学
ハ官費ヲ要シテマテモ修学セシムルモノニ非ラス彼
レ自費ヲ以テ修学スルモノヲ養育スベシト申報セリ
茲ニ全ク第一ニ目的トシタル公費生徒養成ハ為シ得
ヘカラサルカ為メニ生徒ハ募集ニ応セス尤モ組織ヲ
改正セハ将来ハ増員スルカモ知ルヘカラスト雖モ目
今ハ僅カニ拾八名ナリ而ルニ尋常師範学校ニ於ケル
ヤ創業費等ヲ除クノ外通常費壱万八千円ヲ消費スヘ
キ場合ニ至レリ而シテ生徒員数モ制限ヲ定メラレタ
レハ追々増加シ其費用亦巨大ナリ農学校ハ必要ニ非
スト云フ訳ニハ非レトモ彼レ是レ広ケ何レモ不完全
ナル学校ヲ数多企ツルモ無詮ナリ然レハ昨年建議ノ
如クセンカ費用亦大ニシテ民力限アリ而シテ焼眉ノ
急ナル師範学校ハ年々壱万八千円ヲ支出スルヲ以テ
二中学モ何レ一中学トシテ壱万八千余円ヲ支弁スル
ノ心算ナルハ地方経済ノ困難ナル場合ヲ以テ可成的
民力ノ負担ヲ軽クセント欲シテ已ムヲ得ス農学校ヲ
廃シテ其費用ヲ流用セントス決テ必要ヲ欠くクニ非
ス
と説明している32）。注目すべきは、ここで農学校存廃
の議論に師範学校が “登場” していることである。周
知のように、1886年４月に森有礼文部大臣のもとで
公布された師範学校令とその実施施策において、師範
学校生徒は学費が無償となるだけでなく、その生活全
般についても完全支給の状態での修学が保障されるこ
とになった。尋常師範学校の場合、これに必要な経費
はその師範学校を設置する府県の負担となる。そのた
め、府県における師範学校負担は師範学校令によって
突然増大し、様々な戸惑いが広がったようである。こ
の戸惑いは、当時、府県から文部省に提出された伺い
書にもみることができる。たとえば、福岡県は1886
年４月23日に、師範学校令に関して、
　同令第九条ニ師範学校生徒ノ学資ハ其学校ヨリ之ヲ
支給スヘシト有之候処学資トアル以上ハ食費ハ勿論
筆墨紙灯油等ノ代ニ至ルマテ一切校費ヲ以テ支給ス
ルノ意味ニ候哉
と伺い出ている。これに対して文部省視学官は「貴見
ノ如ク支給セサレハ訓練上等不都合ナラン」と支給を
指示している。また、徳島県は４月24日に、
　今般諸学校令公布相成候ニ就テハ学科等夫々不遠御
達ト被存候間十九年度教育費予算内ヲ以テ施行シ得
ヘキ事ハ此際着手可致見込ニ候得共師範学校生徒資
之儀ハ該校令ノ旨ニ依ルトキハ本年度予算内ヲ以テ
実施難致右ハ已ニ予算決定後ノ事ニ候得者地方ノ都
合ニヨリ来ル二十年度ヨリ施行之儀別段具状候得者
御聞置可相成儀ニ候哉若シ此際ヨリ実施セサルヘカ
ラサル儀ニ候ハハ臨時県会ヲ開キ経費ヲ議定セシメ
サルヘカラス候ニ付一応及御問合候条速ニ何分ノ御
回答相成度候也
と伺い出ている。これに対して視学官は、「該校学科
及其程度并生徒募集規則等ノ発令ヲ待テ御計画相成然
ルヘク思考ス」と回答している。また、熊本県は４月
26日に、
　当県本年度ノ教育費予算ニハ師範学校生徒費ハ僅々
拾六円ヲ置キ又公立小学校ヘハ総テ補助金ヲ配付ス
ルノ積ヲ以テ三万三千円余ヲ置キ夫々準備致シ（現
金下付ノ達ハ未タ之ヲ成サス）候処今般師範学校令
并ニ小学校令御発布相成候ニ付テハ右ノ二件ハ牴触
致ス儀ニ候得共今更ニ変革致候テハ事業施行上極メ
テ困難ノミナラス既ニ年度ニ差懸候儀ニ付本年度ハ
此儘実行可致見込ニ有之敢テ差閊無之哉此他会計年
度上ニ於テ関係アル事件ハ都テ右ニ準シ取扱可然哉
一応及御内議候也
と伺い出て、これに対して視学官は、
　四月廿六日御問合ノ件ハ師範学校学科程度及ヒ生徒
募集規則等ノ発令ヲ待テ校費生徒設置ノ計画相成且
小学校学科程度ノ発令ヲ待テ簡易科教員給与補助等
ノ計画相成ル方尤モ允当ノ処分ト信ス末文ノ此他会
計年度ニ関係アル事件云々ハ其意ヲ詳ニシ難シ
と回答している。この他にも、大阪府、鳥取県、岡山
県、島根県から師範学校についての伺いが出てい
る33）。
　広島県においても、他府県と同様に増大する師範学
校費用に対応するための検討がなされたはずである。
そしてその結果として、農学校の廃止が臨時県会に原
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案として提案された。この前年に農学校の移転拡充計
画を議決した県会は、一転して農学校廃止に大勢が傾
くことになった。この審議において農学校廃止に強く
反対の意思を示したのは、４番山内吉郎兵衛のみであ
る。山内の反論は、
　六千余円ヲ増加スルハ農学校ヲ廃シ其弐千六拾余円
等ヲ加算スルニ在レハ農学校ニ説キ及ホシテ論スヘ
キコトアリ何ソヤ抑農学校ハ農事講習所ノ時ヨリシ
テ毎年々々廃止々々トテ満足ニ議会ヲ通過セシコト
ナキニ反シテ昨年通常県会ハ農学校ハ国家ノ基礎ナ
リ人民ノ疲弊ヲ挽回スルノ根元ナリ宜ク教則ヲ改正
シ位置ヲ移転シテ拡張スヘシト約束セシニ今日ニ至
リテ亦廃止スルハ人民ノ疲弊スルニ関セス不急ノ農
学校ニ巨多ノ費用ヲ支弁スルヨリハ師範学校ニ費ス
ヲ必用トスル是レ一原因ナリ農学校ノ効用ハ小学校
生徒ニいろはヲ授ケルカ如キ実功ナシト是レ二ノ原
因ナリ然ルニ昨年度アリシニ反シ溜池係リノ農人ハ
今年ノ旱害ニ付キ舌唇筆頭ニ尽シ難キ惨状ヲ蒙レリ
如此ノ水田ハ葡萄園桑茶園等ニ変化セシメ以テ此等
ノ害ヲ免レシムルノ方法利益ヲ示スハ農学校ヲ擱テ
他ニ亦在ルコトナシ今ニシテ改良スルコトヲ黙過セ
ハ将来ノ事トモ思フニ余リアリ諸君カ先祖ハ拡張主
義ニシテ与論ハ之レニ決セリ然ルニ原案右常置委員
会ノ意見ヲ賛成スルハ了解セサルナリ農学校ハ廃セ
スシテ師範学校ニ対スルノ策アリ何ソヤ法律ニハ一
県下ニ一中学校ヲ置クコトヲ得トアレハ一校ヲ置ク
モ置カサルモ自由ナルニ現今ハ二中学校ヲ置クヲ見
レハ壱ヶ所ハ無用ノ長物ナリトノ評ヲ下ス者アルモ
知ルヘカラス然ルニ昨年拡張ノ約束ヲ廃シ二中学校
迄モ置キテ師範学校ヲ助クルハ不思議ノ事ト云フヘ
シ法律上原案外ノ事件ニハ言論ヲ許サスト雖トモ説
明書ニ廃校シテ流用スト在ルヲ以テ如此他ニ説キ及
シタリ右ノ理由ニ依リ七千九百九拾八円八拾九銭九
里トシテ農学校ヲモ存セントス若シ不足スル時ハ中
学校ヲ廃棄流用支弁スヘシ
との中学校を廃止してでも農学校を存続させよという
強硬意見である34）。ここで、山内の発言から農学校は
農事講習所の段階から毎年のように廃止論が県会で議
論されていたことが分かる。このことは、農事講習所
や農学校の “活況” に影響を与えると考えられる。毎
年のように県会において廃止論が展開されれば、当
然、そのことは県下に知られることとなり、入学をた
めらう者も少なからず生じるであろう。
　さらに、このあと山内は、
　広島県民ノ与論ハ昨年ハ農学校拡張ヲ希望シタリ理
事者モ亦タ之ヲ嘉納スルコトヲ述ヘタルニアラスヤ
抑々農学校ナリ中学校ナリ斉シク県立ナレトモ有志
者ノ醵金ヲ以テスル中学校ノ別科トシテ与論ニ反ク
ヨリハ純然タル農学校ヲ維持シ県下人民ノ希望ニ背
カサルコソ正当ナリ況ンヤ組織ノ大体ヲ異ニスル中
学校ニ於テオヤ殖産興業ノ術ヲ講スル点ヨリ論スル
時ハ一校ヨリ数校ヲ望ムニ反シテ一中学校立テハ直
ニ農学校ヲ廃止セント欲スルニ廿番ノ精神ハ歎スル
ニ余アリ元来農学校ハ年々歳々廃校セントセシモ
遇々昨年維持ノ方法ヲ設ケタルニモ拘ハラス民間ノ
困難事業ノ不急又ハ不利益等ノ言論ヲ以テ之ヲ廃セ
ントスルハ理由ナキノ論モ亦タ甚シト云フ可シ若シ
賊政ヲ苦シメハ二中学校ヲ廃止スルモ尚ホ不可ナキ
ナリ
と中学校廃止論をさらに展開している35）。こうした山
内の反対論があったものの、臨時県会では農学校廃止
の原案を47対５の圧倒的多数で可決した36）。この臨
時県会の議決を受けて、県は1886年９月７日に告示
甲第25号において、「本県広島農学校ヲ廃ス」と告示
し37）、広島県農学校はその幕を閉じることになった。
　拙稿「長崎県公立第一種農学校に関する一考察」38）
において、長崎に設置された壱岐農学校、福江農学
校、平戸農学校が、いずれも高等小学校の設置費用を
捻出するために廃校となったことを明らかにした。こ
の当時、各県に設置された農学校は長崎の３校を除い
て、すべて県立農学校であった。しかし、長崎の３校
は、壱岐農学校が壱岐石田郡聯合村立、福江農学校が
南松浦郡聯合村立、平戸農学校が北松浦郡聯合町村立
の農学校であった。1885年末から1886年初頭にかけ
ての時期に、文部省は「学区校数指示方心得」39）を各
府県に指示した。この指示文書においては、１郡に１
校もしくは２校の高等小学校を設置することが定めら
れた。この指示に基づいて、長崎県の各郡においても
高等小学校の設置が計画され、この費用捻出のために
３つの農学校は廃校を余儀なくされた。高等小学校と
師範学校の相違はあるけれども、長崎県も広島県も学
校令で規定された学校設置のために農学校を犠牲にし
たと結論付けられる。
５．農学校通則における種別問題
　農学校通則は1883年４月に文部省達第５号におい
て制定された文部省最初の農業学校設置規程である。
農学校通則は農学校を第一種と第二種に分類した。第
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一種農学校は「主トシテ躬ラ善ク農業ヲ操ルヘキ者ヲ
養成スル」ことを目的とし「主トシテ実業ヲ授ケ」、
第二種農学校は「主トシテ善ク農業ヲ処理スヘキ者ヲ
養成スル」ことを目的とし「学理ト実業トヲ並ヒ授ク
ル」と規定している。これら２種類の農学校の入学資
格は、第一種については第８条と第９条に、第二種に
ついては第15条と第16条に定められていて、第一種
農学校の入学資格は15歳以上で基本的に小学中等科
卒業の学力を有すること、第二種農学校の入学資格は
16歳以上で基本的に初等中学科卒業の学力を有する
ことが求められている。また、修業年限は、第一種に
ついては第５条で２年とされ、第二種については第
12条で３年とされている。ただ、これら条文には双
方とも「但此年限ヲ一年以内増加スルコトヲ得」と但
し書きがされていて、第一種については３年まで、第
二種については４年まで延長することが可能とされ
た。さらに、それぞれに設定された学科は、第一種が
第４条に、
　第一種農学校ノ学科ハ左ニ掲クル諸目トス
　修身 算術幾何 物理 化学 動植物 耕種 養畜 農業経済 
農業簿記
　但土地ノ情況ニヨリ本文某科目ノ程度ヲ斟酌シ若ク
ハ斟酌セスシテ特ニ園芸 森林 開墾 養蚕 養魚 桑 茶 
綿 麻 楮 藍 䖈 櫨 甘蔗 蘆粟 葡萄 煙草等ノ耕種法 製
茶法 製糖法 農産物貯法 肥料製造法等ノ学科目ヲ置
クコトヲ得
と規定され、第二種については第11条に、
　第二種農学校ノ学科ハ左ニ掲クル諸目トス
　修身 代数 幾何 三角法 図画 物理学 化学 動物学 植物
学 地質学 農用化学 農用工学 耕種 養畜 農業経済 農
業簿記 農事法規
　但土地ノ情況ニヨリ本文某科目ノ程度ヲ斟酌シ若ク
ハ斟酌セスシテ特ニ園芸 森林 開墾 獣医 昆虫学等ノ
某科目ヲ置キ又養蚕 養魚 桑 茶 綿 麻 楮 藍 䖈 櫨 甘
蔗 蘆粟 葡萄 煙草等ノ耕種法 製茶法 製糖法 農産物
貯法 肥料製造法等ノ学科目ヲ置クコトヲ得
と規定された。一見してわかるように、農学校通則で
は第二種が第一種より学理志向の強い高度な農学校と
して規定されている。
　農学校通則の制定によって、通則制定後に設置され
る農学校は第一種か第二種のいずれかを選択して農学
校を設置することになり、既存の農学校についても通
則に準拠して第一種か第二種に改組する必要に迫られ
た。広島県農学校は通則制定の前年に農事講習所から
農学校となっていたので、文部省から第一種とするの
か第二種とするのかを問われたはずである40）。しか
し、管見の限り、現存する史料において、広島県農学
校が第一種あるいは第二種の農学校としての認可を文
部省に申請した文書は存在しない。３節で引用した農
学校への改組にあたって行われた教則改定で決められ
た設置科目をみる限り、広島県農学校は第一種に近い
ことは明らかでありながら相違もあるので、第一種に
認可されるためにはさらなる教則改定が必要である。
（そのほかの要件に関しては、修業年限が３年である
こと、教員として農学士を２名擁していることなどは
第一種農学校の要件を十分に満たしていると考えられ
る。）これまでみたように「府県学事年報要略」でも、
1882年８月の教則改定以来、1885年末までに教則が
農学校通則に準拠して改定された形跡はない。
　ここで着目するのが、上で引用した第８回通常県会
に提案された「広島農学校位置移転之建議」である。
このなかで、
　文部省通則ニヨレハ農学校ハ之ヲ分チ第一第二ノ二
種トシ第一種ハ主トシテ躬ハ能ク農業ヲ採ルヘキモ
ノヲ養成スルタメ上款ニ遵ヒ之ヲ設置スルモノトス
第二種ハ主トシテ善ク農業ヲ処理スヘキ者ヲ養成ス
ルタメ下款ニ遵ヒ之ヲ設置スルモノトストアリ聞ク
第二種ハ各府県ニ於テ之カ設置ヲ計画スルト雖トモ
文部省ニ於テ容易ニ認可セラレシト然レハ之ヲ望ム
モ徒労ニ属スルヲ以テ先通則ニ依リ第一種ノ学校ヲ
設置スルモノトセン
と、第二種の認可は容易には得られないので第一種と
するべきである、と主張している。さらに、この建議
書採択の直後に、25番の山内は、
　農学校ハ農業ノ実務ヲ授クル所ナリ完全ノ校ニアラ
サルヨリハ其好結果ヲ期スヘカラス完全ヲ期セント
欲セハ第一種ノ学校ヲ立センコトヲ希望ス此説ハ皆
議者ヨリ買受ケタル者ニシテ自己ノ考察ニアラス恐
ラクハ之ヲ破壊スルノ説ナカルベシ若シ之ヲ破ル反
対者アルモ強牽付会ノ説ハ耳ニスルヲ欲セサルナリ
と、第一種農学校になることを提案している。この提
案は、１人の反対者のみの圧倒的多数で可決されてい
る41）。こうした史料から、広島県会において農学校は
農学校通則に準拠した認可申請を経ていないという認
識があったと確認される。
　客観的な認可状況は以上であったけれども、県会で
の主観的な認識は異なっていたようである。1885年
の広島県第８回通常県会では、58番長崎が、「教育費
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中農学校傭夫賃百二拾六円但千二百六拾人分トハ昨年
ヨリ増加セリ理由如何」と質問したのに対して、番外
３番木下は、
　本県ノ農学校ハ通則ニ基キ定メタル資格ハ第壱種ニ
属スル者ナレハ実業ニ就クヲ専ラトス故ニ実地モ広
カラサルヲ得ザルナリ傭夫ハ一町ニ四百人二町ニ八
百人ヲ要スルノ割ナレトモ余ノ六拾人ハ独リ栽培ノ
ミナラス校内ノ雑役ニ供セン為ニ増員サリ
と回答している42）。また建議書採択の後に第一種での
認可申請を提案した25番山内は、
　本県ノ如キハ地方税モ多ク農民ヨリ徴集スルモノノ
如シ左レハ地方税ヲ以テ第一ニ拡張スヘキハ農学校
ニシテ其目的タル農事ニ熟達ノ士ヲ養成シテ以テ物
産ヲ増殖シ富国ノ基ヲ開クニ在リ然リ而シテ本県ニ
於テ設置スル農学校ハ其第一種ニ係リ生徒ハ皆官途
ヲ志ス者ニ非ズシテ卒業ノ上ハ直ニ農業ニ就クノ目
的ナルガ故ニ生徒賄料ヲ増額シテ益其盛大ヲ計ラン
ト欲スルナリ
と述べ43）、第一種農学校であることを “既定の事実”
のように語っている。以上のことから、広島県会にお
いては、広島県農学校の農学校通則に基づく種別に関
して、文部省の正式な認可を得ていないという認識を
もちながらも、“自己判断” としては第一種農学校で
あるとの認識を有していたことになる。
　さて、第８回通常県会で確認された第一種農学校へ
の認可申請は、この通常県会ののちに実際に行われた
のであろうか。以下において考察してみたい。
　第一種農学校への認可申請のためには、農学校通則
に準拠して校則を改定しなくてはならない。しかし、
現存する文書のなかにそうした新校則は残っていな
い。しかし、それを窺わせるものは県会の議事録に見
受けられる。それは、広島県農学校の廃止が決められ
た1886年の臨時県会での審議のなかで、１番渡辺平
一郎が、
　今日県下ノ情態ヲ見ルニ勧業ノ右ニ出ルモノナシ農
学校ハ必用ナリ不可欠校ナルニ今之ヲ廃スルハ遺憾
ヲ極ムレハ一層増加セハ丸裸体トナリテモ賛成スヘ
ケレトモ四番ノ迂遠ハ昔寺子屋ヲ以テ小童ニ教授セ
シモ時勢進歩ニ従ヒ今日大中小学校ヲ設ケテ教授ス
ルコトトナリシヲ知ラサルカ今日ノ農学校ハ無実ニ
着スルモノナリ存セント欲セハ一層ノ学資ヲ供ヘ完
全セシメハ賛成スヘキモ今日十八人ノ生徒ノ如キヲ
見レハ組織ノ不完全ヨリ目的ノ立サルヲ以テ入校セ
サルノ意ニ外ナラス果シテ不完全ナレハ廃棄スヘシ
其完全ナル方法アレハ示セヨ
と発言した44）のに対して、農学校廃止に反対した４番
山内吉郎兵衛が、
　昨日師範学校費ニ増加スルノ理由ヲ述ヘシニ一番ハ
農学校ノ校則ヲ知ラスシテ否熟知セシシテ予ヲ駁撃
セシカ仝校ニハ本年一月校則ヲ改正セリ之ヲ見テコ
レ々々ヲ欠典トスコレ々々ノ校則アリテハ農学校ヲ
改良スルヲ得ストハ説明セサリシカ予ハ駒場農学校
ノ如キ高尚ノ学科ヲ修メシメテ農学士ヲ養成スルノ
主意ニ非ラス只農事ノ改良ヲ主スルコト昨年建議セ
シ如クナラシメント欲スルニアリ一番カ今日ノ精神
ハ昨年ノ建議ト異ナレリ又反対論者ハ農学校ハ廃止
スルモ他ノ師範若クハ中学校中ニ農学科ヲ置キ初ヨ
リ高尚ノ農科ヲ修メシメサルモ支ナシト云ハンカ中
学校ニ入ルニハ其学力ヲ備ヘサレハ試験ニ及第スル
ヲ得スシテ入校スルヲ得ス然レハ小学校ニ入ランカ
小学校ハ三五十年ノ人ハ入校セス只タ学齢幼童ヲ教
授スル所ナレハ成業ノ後ハ将来ニ望ミタルヘシト雖
トモ其望ミハ遠ク他年ノ後ニアルナレハ速ニ達スル
ヲ得ス之ヲ考ヘハ迂遠ノ議論ト云フヘシ
と反論していることである45）。ここで着目されるのが
「仝校ニハ本年一月校則ヲ改正セリ」という部分であ
る。この校則改定のことはこの後話題になっていない
ので、ここで山内の言うところの改定がどのような内
容であったのかは不明である。また、1886年１月の
県からの布達や告示には、農学校の校則改定に関する
ものはない。
　この月の布達のなかからこの件に関連が想定され得
るものは、１月22日の甲第８号により、「客年四月甲
第八拾壱号本県布達ハ本年二月廿八日ヲ限廃止ス」と
通達している46）ことで、ここのある「客年四月甲第八
拾壱号」とは、1885年４月25日に、
　本年四月以後本県広島農学校ノ卒業証書ヲ得タルモ
ノ其証書ヲ以獣医鑑札ヲ得ンコトヲ願出ツルトキハ
試験ヲ要セズ鑑札ヲ授与スベシ
と布達されたものである47）。つまり、1885年には広
島県農学校の卒業証書を得た者が、願い出をすれば無
試験で獣医鑑札を取得できるとしたのであるけれど
も、翌年２月末でそれを廃止するというのである。こ
れは、たしかに校則の改定を伴ったものであったかも
しれない。しかし、臨時県会での山内の発言内容から
すると、山内の言うところの校則改定がこのようなも
のであったとは考え難い。山内発言の「仝校ニハ本年
一月校則ヲ改正セリ」は、その内容が不明であると言
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わざるを得ない。
　ただ可能性のうえからは、この１月に広島県農学校
は農学校通則に準拠して、第一種として校則を変更し
たかもしれない。そして、その校則をもって文部省に
対して移転拡充計画とともに認可申請をした可能性が
ある。その可能性を裏付けるかもしれないものが、
1886年の臨時県会における20番長井松太郎の発言で
ある。長井は「昨年ノ決議ヲ文部大臣許容セス」と発
言している48）。文部大臣によって不認可となった「昨
年ノ決議」には、移転拡充計画のみではなく、第一種
農学校への認可申請も含まれていたと考えるのが、第
８回通常県会の議決から自然なことではないだろう
か。校則を改定したものの、それが認可を得られな
かったことで、公にされることがなくなったのかもし
れない。
６．まとめ
　本論では、広島県農学校の設立から廃校までを現存
する史料をもとにできる限り辿ってみた。1879年、
広島区尾長村に広島県農事講習所が設置された。この
講習所は1882年に広島県農学校と改称された。その
後、1885年には移転拡充計画が県会を通過したもの
の、翌年には一転して、師範学校経費の捻出のために
廃校を余儀なくされた。
　一方、文部省による農学校通則は1883年に制定さ
れる。広島県農学校も農学校通則への準拠が求めら
れ、1885年の県会では第一種農学校として認可申請
することが確認された。しかし、このことも翌年に廃
校となることで実現をみずに終わってしまっている。
ただ、この過程で校則が第一種農学校に準拠して改定
された可能性が残っている。このことの解明は今後の
課題としたい。
　この時期に存在した他の多くの農学校と同様に、広
島県農学校もその後に引き継がれることもなくこの時
期だけで終わってしまっている。学校が引き継がれて
存続し続けていれば、様々な史料が伝えられることが
多いけれども、この時期の農学校についてはそうした
史料が極僅かである。このことが、この時期の農学校
研究における大きな壁となっている。そうした壁を打
ち破って研究が進展することを期待したい。
付記
　本研究は科学研究費補助金（課題番号：22530823）の助
成を受けたものである。
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